Developments in and an Evaluation of Intellectual Property Rights in Japan (Evaluation of the pro-patent trend since the latter part of the 1990s, in particular the patent system) (Japanese) by KIYOKAWA Yutaka
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基本的には従来型の普及重視型維持であった。例えば平成６年改正は TRIPs 及び SII を受けてのものであ
ったが、均等論については工業所有権審議会等で議論したが、中長期的課題として先送りされた。ただ
その時点がまさに過渡期であり、その後荒井特許庁長官（現・戦略本部事務局長）になり徐々に変化し、
本文で述べたように平成 10 年、11 年改正へと向かう。
なお知的財産研究所は、その翌年に「知的財産権に係る民事的救済の適正化に関する調査報告書」 （＝




















































































































































第５章 誠実義務 特許庁への重要情報開示義務 反すると不公正行為
第６章 損害賠償請求 賠償範囲の合理化、故意侵害の該当要件の制限







































02 24 ヶ月、03 25 ヶ月、04 26 ヶ月
出願件数；特許 95 年 37 万件 → 02 年以降 40 万件以上
滞貨；2004 頃；審査待ち 50 万件（いずれ 80 万件）
＜表２＞ 最近の出願数等
出願 審査請求 ﾌｧｰｽﾄｱｸｼｮﾝ 特許査定 登録
１９９５年 369,215 167,923 ☆ 97,677 109,100
２０００ 436,865 261,690 1919,131 116,279 125,880
２００２ 421,044 237,345 215,288 109,720 120,018
２００３ 413,092 243,836 226,420 111,276 122,511














































































































































































































倫理上の問題がある。 同様にいわゆる医術、 特に人の治療行為等に係るものも医療倫理 （即
























































































































Ｄ 審査基準における「第Ⅶ部 特定技術分野の審査基準」の「第１章 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ｿﾌﾄｳ
ｴｱ関連発明」(1993)












































































































































（エリソロポエティン） 、94 年ジェネンティック事件（t-PA）が起きるが、いすれも DNA
配列に係る特許であるところ、その特許性自体は問題になっていない。
翻ってわが国においては、 これらの特許性についてはあまり問題にならなかった。 即ち、




















































































































































後述、１． （２）②ア １） 「新規性」のところの「発明の認定」の記述を参照されたい。
*2 米国において同じ。これに対する概念は「中心限定主義」でドイツ（わが国もかつてはそうだっ




















































































































れることをいう） (3.2.1.)、 「物を使用する方法等」 が 「物」 の使用に適している場合(3.2.2.)、






































































































































































































補；一部継続出願（CIP；Continuation In Part Application）



















































































































































































































































































考慮して、その記載が、①その用途に特に適した物、②その用途のみに専ら使用され*1 解釈実例は第 5 章参照。
-1 7-
る物、又は③その用途に特に適し、かつその用途にのみ専ら使用される物、のいずれ




































































































































のではないかとして、見直しの気運が高まっている。発端は KSR Int'l (以下 K)vs Teleax Inc(以下 T).
事件であるが、T が特許侵害で K を提訴したところ、K は T 特許を非自明性欠如で無効抗弁、地裁


















*1。*1 実例は第 5 章参照

























































































































































































































する cDNA 配列の開示のみしかなかったが、クレームは、 「ヒトのインシュリンをコードする cDNA
と哺乳動物又は脊椎動物のインシュリンをコードする cDNA」と定義され、明細書より相当広い概
念となっていた。これについて CAFC は、 「ヒト又は哺乳動物・脊椎動物のインシュリンをコード






































































































































































































































































































そしてわが国は、かつて（大正１０年法）は中心限定主義的であったが、現行法では周*1 本件訴訟は；審決取消訴訟で侵害事件ではない。 事案は、 「トリギリセリドの測定特許」への特
許庁の拒絶査定（進歩性欠如）審決に関し、原審は、明細書の発明の詳細な説明の記載を参酌し、測定





































*3 第３章１． （２）②審査基準の内容ア新規性・進歩性 の発明の認定のところ参照。




















































































































． ． ． ．．．．．．．．．．．．．-7-











米国では、means function claim として手段や方法でクレームする場合があるが、この場合のクレ








































の改訂は旧第３６条第５項第１号（編注；出願当時）に合致することは明らか」 、 「 （なお原告は同






















・衿腰の切替のある衿事件（最高裁 H10.11.10） ； 「特許請求の範囲に当該物を特定するための作図法が


















































曰く、 「変化幅」 「幅比率」 「原点データ」の具体的意味・関係の説明的記載がない。よって、 「実
施例によってしか明らかにされていない事項について・・当業者に自明な範囲を超えて特許権の
効力を及ぼすことはできない」 。
なおこれに関連して、実施例に記載しないことが 「意識的除外」 になるか、 については、
一般的にそうはならない。



























































（あるいは出願に係る書類等（意見書等も含む。多量の書類の束・包みなので「包帯」*1 もっとも 90 年代後半から特に最近は、プロパテント政策見直し機運もあり、その適用はかなり審
中央になってきている。後述＜米国の状況＞を参照。
*2 例えば；ベロクロファスナー事件（大阪地裁 S44.4.2.但し高裁で破棄） 、原木皮剥機事件（旭川地裁
S59.12.25.。最高裁（S62.5.29.）では「 （均等論の）論旨は採用できないが・・結論において是認され









































































































































置に係る特許については、イ号との相違は、 「相互にねじ込み可能な 2 つの管状部材」を
備えておらず、また本件装置クレームが「ほぼ垂直で保持された状態」で注射液調合を行

















































が公知技術から容易に推考できたものではない。また被告製品を意識的に除外したという*1 「特許クレーム解釈における調査研究（Ⅱ） 」 （平成 14 年度） ；ボールスプライン最高裁判決移以降
平成 15 年 3 月 31 日付け判決までを取り扱っている。
*2 即ち、第一審、控訴審は別の判決なので、それぞれ１件とカウントしている。
*3 ペン型注射器事件（大阪地裁 H11.5.27.） 、生海苔異物除去装置事件（東京地裁 H12.3.23.） 、召合部材
取付用ヒンジ事件（大阪地裁 H12.5.23.なお 2 事件併合） 、前記生海苔事件控訴審（東京高裁 H12.10.28.） 、
前記注射器事件控訴審（H13.4.19.） 、電話用線路保安コネクタ配線板装置事件（東京地裁 H13.5.22.） 、筋
組織状コンニャク事件（東京高裁 H13.8.27） 、重量物吊上用フック装置事件（H14.4.16.） 、筋組織状コン
ニャク事件（大阪地裁 H14.4.16.） 、前記生海苔事件（新たな侵害者；東京地裁 H14.6.27.）





































































*3 520U.S.17,41 USPQ2d 1865()1997) なお上告人をもって「ワーナージェンキンソン判決」とも言う。
*4 本事件の概要は、ヒルトン社が食品添加する色素の高純度化のため一定条件での限定濾過に係る特許
．．．．
を出願するところ、その一定条件につき先行技術回避のため、クレーム内で ph の値を「6.0 ～ 9.5」に限
．．．．
定。ただこの「下限」は前記先行技術とは何ら関係のない数値であった。他方イ号（ワーナー社）は ph5.0
であったところ、特許権者は均等侵害を主張。原審たる CAFC 大法廷判決は、 「先行技術（Booth 特許）






事件（1984） 、更にペンワルト事件（1987）CAFC 大法廷(en bank)判決） 。
もっともこの方向はペンワルト事件が en bank で行われたにもかかわらず定着しなかっ
た（因みにペンワルト自体、4 人の反対意見があった
*1。 ） 。即ち、翌 88 年のテキサスイン
























相手は Shoketsu Kinzoku Kogyo Kabisiki Co.











も先のヒルトンデービス同様、 地裁で均等侵害が認定され、 CAFC がそれを追認した後、 97
年に最高裁に至ったが、先のヒルトンデービス事件に照らしての再審理が求められた。そ
の後 CAFC での審理がなされ一部侵害が容認されたところ、侵害者側から en bank でのヒ






















トンデービス CAFC 判決で原則適用、それも衡平法上の限定もなく、また判断基準も相*1 事案の概要は；本件特許は TI(ﾃｷｻｽｲﾝｽﾄｩﾙﾒﾝﾄ)保有の IC の基本特許であるが、そもそもわが国への
出願は S40。その後本件で問題になったものを分割する等して、成立は H 元(1989)年。なおこれは出願
後 20 年以上経過しているが、出願当時の法では特許期間は査定後 20 年だったので問題なく成立。 （ただ
、、、
し分割への拒絶査定や、それを受けての再分割でやっと成立したもので、査定に対し、異議申立も行わ
れ、その後無効審判へ） この特許査定に対し富士通は、当該特許は既に S52 に成立した別の特許と同








































てキルビー判決ではまさに 「訂正審判」 が言われていたにもかかわらず、 裁判所として 「訂
正後の請求項を検討するにそれでも無効性は治癒されない」として、訂正審判が行われて
いたときもそれは直ちに「特段の事情」に当たらないとしたもの（暗渠形成装置事件、H14





























































































































































































































しかるに 2003 年の「知的財産戦略大綱」で、特許等侵害輸入品についても、米 ITC を















































































































































本事案は、XZ の共同発明・共同出願に関し、Ｙが X から持ち分譲渡を受けたと偽装し出









しかしながら H14 のブラジャーⅡ事件（東京地裁 H14.7.17.）は上記判決とは異なり、
移転請求を求めなかった。事案は原告 X が訴外 A の依頼で本件発明をし、試作品を A に
送付。被告Ｙが A 等を発明者として特許出願し、特許登録受けた。X はＹの出願を知り、
発明者は X として特許を受ける権利の確認を求めて提訴したところ、裁判所は、本件特
許権が登録された日までにＸの受ける権利は消滅とし、確認の利益無しとして請求却下。





















































































































































事件（大阪地位 H63.6.30.） ） 、設計は基本構造の一つで更に実施方法調査や工具製作等が







































































































































・BBS 事件（最高裁 H9.7.1.） ：並行輸入はかつて商標については真正商品（外国で適法に
知的財産権が行使された製品）は実施許諾品とは別に並行的に輸入しても出所表示機能等
































































































































































































































































































































































































































































































































































































異議申立 うち成立・％ 無効審判 うち成立・％ 異議無効計
１９９５(96) 801 0 － 159 45 － .9 6 0(1.0%)
２０００ 4558 1285 28% 296 77 26% 4854 (4.1%)
２００２ 3150 987 28% 260 156 55% 3410 (3.1%)
２００３ 3896 837 27% 254 128 49% 4150 (3.7%)












＜審 決 取 消＞ ＜民 事 事 件＞
新受既済審 理 ( 月 ) 新受既済審 理 ( 月 )
平成 ６年 ２８５ ２１０ １９．３ ４９７ ４０２ ２３．１
１０年 ３９３ ３９７ １７．２ ５５９ ５９６ ２５．７
１４年 ６３６ ５７１ １２．７ ６０７ ６４３ １６．８
１５年 ５３４ ６９３ １２．４ ６３５ ６１５ １５．６






























































































































































































































































































































































































































































































H12.7.12.東京地裁） 、８％（フィルム一体型カメラ H12.6.6 東京地裁、レンズ付きフィル
ムユニット H12.8.31.東京地裁） 、７％（硬化性樹脂膜シート材料 H10.3.3 東京地裁）等々、
相当高率の認定が行われるようになっている。なお、この柔軟な認定は高める方向ばかり
でなく、例えば経済的価値が乏しいようなものについては料率を減じる場合もある（芳香






ていないと思われる。*1 刑罰には、これ以外にも、詐欺行為（第１９７条） 、虚偽表示（第１９８条） 、偽証等（第１９９




































































































































































































































































H6 特許法改正（TRIPs 対応等） ；特許を受けることのできない発明改正、
実施定義（譲渡等の申し出） 、明細書の記載要件、クレーム解釈と明細書、
補正時期制限緩和、付与後異議、存続期間（出願 20 年） 、外国語出願、等
H7.3. 知財研報告書「今後の産業発展における知的財産政策のあり方」




（H9.7. BBS 事件最高裁判決（真正品の並行輸入；国際消尽） ）
（H10.2. ボールスプライン最高裁判決＝最高裁初の均等論容認）
H10 特許法改正； （救済関係） ；賠償額算定方式※、 罰則 （非親告罪化） 、 先願地位、
無効審判請求理由変更制限、等
※同様改正；実用新案法 29 ①、意匠法 39 ①、商標法 38 ①
H11 特許法改正； （争訟手続き関係）※；権利侵害救済手続き拡充、審査請求
期間短縮（３年：H16.10~） 、新規性改善、早期出願公開、判定整備、等
※特許法改正準用；実用新案法 30、意匠法 41、商標法 39
（H11.7.カリクレイン最高裁判決（スクリーニング特許＝単純方法発明） ）
（H12.4.キルビー事件最高裁判決（明白無効時の権利行使制限）→ H16．改正へ）













H15 関税定率法改正（H16 も） ；知財大綱；海賊製品対策・水際措置
H15.7. 「推進計画（その１） 」
H15.10 審査基準大改訂（更なる見直し；明細書等、補正、その他）
H16 特許迅速化法； （推進計画実施） ；職務発明規定、実用新案から特許化、等
→実用新案法：特許からの出願変更、技術評価請求、明細書等の訂正（１回限り）










































































































（1982 年からの 10 年間に 48%増加）
・米国籍発明者による特許登録件数
（1982 年からの 10 年間に 67%増加。なお 1972 年からの 10 年間には 34%減少）
※特許審査官も 1982 年から 10 年間に 65%増えている。
・産業負担の研究開発費の対 GDP 比率
（1970 年から 10 年間の 1.11%から 1.24%の増加。1980 年からの 10 年間に 1.21
%から 1.47%に増加）
②技術貿易の黒字の拡大
1980 年 1985 年 1990 年 1993 年
約 83 億ドル 約 54 億ドル 約 92 億ドル 約 156 億ドル
(出典；SURVEY of CURRENT BUSINESS)
③ソフトウエア特許等の増加 1980 年 1987 年













出願 審査請求 特許査定 登録
１９９５年 369,215 167,923 97,677 109,100
２０００ 436,865 261,690 116,279 125,880
２００２ 421,044 237,345 109,720 120.018
２００３ 413,092 243,836 111,276 122,511















*2 なお USPTO は米政府の一員であるし、プロパテントの一面として独禁政策の緩和があり、それは司









ョンの重要性を唱い、 そのための施策として４つの柱、 ①新技術の創造・実用化、 保護、
②資本コストの低減、③人材育成、④通商政策、を挙げる。この①が知的財産権保護＝
プロパテントとなる。ただ当初、同政権はこのレポート実施にあまり熱心ではなく、む
しろ減税（81、86 年）や UR を含む通商政策がメインであった。このためニューヤン
グレポート（87） 、第３ヤングレポート（88）が出される。これらもあってか、88 年に
包括通商競争法や NIST （国立標準技術研究所；中小企業支援を目的） 設立や SEMATECH
への出資（これは 89 年半導体国家戦略へ）等が行われた。
そしてむしろクリントン政権（93 ～）になり、米企業のリストラも一巡し、またい
わゆる IT 投資が効を奏して競争力も向上した。この IT にはゴア副大統領の Global
Information Infrastracture 構想や 96 年の電気通信法改正（大幅自由化）も寄与している。






























































































































































































































































































A Patent System for 21st Century, National Reserch Council
21 世紀の特許制度（エグゼクティブ・サマリー） 特許研究 No39 2005/3
米特許改正法案（ 「2005 年特許法 H.R.2795」背景及び論点整理 NGB S&M Dept.,
吉田哲「米国特許法改正における主要な論点と産業界の反応(上)(下)」
日経 BP 知財 Awareness 2004/09/14,16
産業財産権法（工業所有権法）の解説【平成３年法～１７年法】 特許庁 HP
うち特に、平成６年、１０年、１１年、１４年、１５年、１６年法




























高瀬弥平「特許侵害訴訟判決ガイド」(1)～(6) パテント Vol56No5 ～ 11 2003
後藤憲秋「特許発明の技術的範囲の解釈」～「請求」と「開示」中心に






















「知的財産法改正を通じた刑事罰強化の方向性と論点」日経 BP 知財 Awareness06/05/16
「知的財産権侵害に関する懲役刑の上限引上げに対する意見書」06/3/16 日弁連
「特集・脱コモディティ化」一橋レビュー 2006 SPR.
青木昌彦・安藤晴彦「モジュール化」東洋経済社
榊原清則・香山晋「イノベーションと競争優位」NTT 出版